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【定住人口】人口１００万人以上都市のＤＩＤ人口密度（S35～H27）

3資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」
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（昭和46～49年生まれ）

年少人口のピーク
（昭和46～49年生まれ） 資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」，

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和2年以降）

H27→R22 △13万人

【定住人口】京都市の人口の推移と推計（S40～R27）

本市の人口は，平成27年まで147万人前後でほぼ横ばいだが，以降は減少に転じ，
令和22年までには約13万人減少すると推計されている。

実績値 将来推計値
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資料）総務省「国勢調査（平成2年，平成27年）」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和7年，令和22年，令和27年）

【定住人口】京都市の人口推移と推計（人口ピラミッドH2～R27）

令和7年には，3人に1人が高齢者となる見込み。令和22年には，生産年齢人口が平成27
年比マイナス18%となる見込み。

5

平成2年 平成27年 令和7年 令和22年 令和27年



【定住人口】行政区別の人口の推移（S30～H27）
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※東山，山科，右京，西京区の昭和50年までの数値は，分区当時の区域内の国勢統計区の値を掲載
右京区の平成17年からの数値は，京北地域を含んだ値を掲載

ニュータウン開発が行われた西京，伏見区では，人口が急増。一方，上京，中京，東山，
下京区は，昭和30年当時の半数程度の人口となっている。

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」 6



【定住人口】人口集中地区，行政区別の人口増減（H22→27）

資料）総務省「国勢調査（平成22年，平成27年）」

行政区別の人口の増減

市内中心部では人口が増加
周辺部では減少

人口集中地区は，市街化区域とほぼ同じ
人口密度も約９８人／haと高い

人口集中地区の状況

資料）国土交通省「国土数値情報（ＤＩＤ人口集中地区，平成27年）」

H22→27H27

※人口集中地区（ＤＩＤ）：
人口密度が40人/ha以上の基本単位が互いに
隣接して，人口5,000人以上となる地区のこと
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高齢者人口は周辺部で転入超過
中心部では転出超過

市内中心部では生産年齢人口が転入超過
周辺部では転出超過

【定住人口】行政区別の社会動態の推移（H24→R1）

資料）京都市「住民基本台帳（平成24年～令和元年）」資料）京都市「住民基本台帳（平成24年～令和元年）」
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【定住人口】社会動態（東京都，近隣市町への転出超過）

【本市と他都市との転入・転出の状況（令和元年）】
本市全体では転入超過。東京都，大阪府，府南部，滋賀県に対しては転出超過
ただし，国外からの転入・転出を除くと，転出が超過

京都市
東京圏

滋賀県大阪府
京都府
南部

-1,838人

9,053人

7,215人

4,506人

3,709人

-797人

5,588人

5,022人

-566人

9,438人

7,398人

-2,040人

国外（＋4,695人）
府北部（＋641人）
中国地方（＋552人）
九州地方（＋522人）
四国地方（＋467人）
中部地方（＋362人）

など

＋3,567人

資料）京都市「住民基本台帳（令和元年）」 ※平成３０年１０月～令和元年９月末の年計。転出元不詳を除く。

-1,128人※

※国外からの
転入・転出を
除いた数字
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東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

25～29歳

２０歳代
就職時などに，東京都，大阪府へ転出超過
３０歳代
子育て，住宅購入時などに，
大阪府，滋賀県，京都府南部へ転出超過

【定住人口】社会動態（就職，結婚・子育て世代の転出超過）

資料）京都市「住民基本台帳（令和元年）」 ※平成３０年１０月～令和元年９月末の年計
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【昼間人口】京都市への通勤・通学流入の推移（S55～H27）

11
資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」
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京都市は，昼夜間人口とも，東京・大阪と大きな格差。
（大阪市大阪市 ⇒対京都市比，夜間人口１．８倍，昼間人口２．２倍）
（東京特別区部 ⇒対京都市比，夜間人口６．３倍，昼間人口７．５倍）

１．８倍

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」
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７．５倍

1.09 1.32 1.02 1.30

内の数値は，「昼間人口／夜間人口」の割合
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昼夜間人口ともに増加

昼夜間人口ともに減少

昼間人口が増加

夜間人口が増加

資料）総務省「国勢調査（平成22年，27年）」
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15

三重・滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良・和歌山

近畿大都市圏の広域で大阪市への通勤・通学者数割合が高い中で，京都府や滋賀県下
の市町村については，京都市への通勤・通学者数割合が他の政令市よりも概ね高い傾向。

【昼間人口】周辺市町村から４政令市への通勤・通学者数割合（H27）

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」

（％）

（％）

（％）

（％）

※近畿大都市圏は，中心市である近畿４政令市と，その周辺市町村で構成。周辺市町村とは，中心市への１５歳以
上通勤・通学者数の割合が当該市町村の常住人口の１．５％以上であり，かつ中心市と連接している市町村をいう。
※グラフは近畿大都市圏に属する周辺市町村について，各政令市への１５歳以上通勤・通学者数割合を示したもの。
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【昼間人口】周辺市町村から４政令市への通勤・通学者数割合（H27）

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」※図は近畿大都市圏に属する「周辺市町村」について，各政令市への１５歳以上通勤・通学者数割合を示したもの。

京都市

大阪市堺市

神戸市



【住宅】住宅建築の年代別状況

市内の住宅の約25％は耐震基準が古い昭和55年以前に建築されている。
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(24.0%)

非木造住宅
N=379,500

(53.4%)

昭和25年以前 昭和26年～45年 昭和46年～55年 昭和56年～平成2年

平成3年～12年 平成13年～22年 平成23年～30年9月 不詳

昭和56年以降昭和55年以前
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資料）総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」 17



【住宅】各行政区における住宅建築の年代別状況

耐震基準が古い昭和55年以前に建築されている住宅割合は，伏見区，山科区，東山区の順で高い。

資料）総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」
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18

昭和56年以降昭和55年以前



【住宅】種類別の空き家数

資料）京都市「空き家等対策計画」

京都市の種類別の空き家数の推移

種類別の空き家数の政令市平均との比較

空き家数は近年，１１万件前後で推移。空き家の種類別では，本市は他政令市平均に比べ，市場に流通
していない一戸建て等の割合が高い。

空き家数
二次的住宅 賃貸用 売却用

その他の住宅（※）（空き家数に占める割合）
うち 一戸建て 長屋建て 一戸建て・長屋建ての割合

京都市 106,000 2,200 54,600 4,200
45,000（42.5％）

うち 24,900 2,600 61.1％
政令市

89,600 1,200 56,600 3,900
27,900（31.1％）

平均 うち 13,500 1,500 53.8％
※ 二次的住宅（別荘など），賃貸用，売却用以外の市場に流通していない空き家（平成30年住宅・土地統計調査）
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二次的住宅

空き家率

※ 昭和63年以前の調査に
関しては，空き家の種類別
の集計がない。

※ 平成10年以前の調査に関
しては，賃貸用住宅・売却
用住宅の区別がない。

19



【住宅】各行政区における空き家数，空き家率，高齢化率

空き家率は，東山区が最も高く，次いで南区，下京区，伏見区が高くなっている。
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資料）空き家数及び空き家率：総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」
高齢化率：総務省「国勢調査（平成27年）」を基に推計 20
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0.6%

農林水産業

0.1%
鉱業

0.0%

製造業

12.5%

電気・ガス・水道・

廃棄物処理業

2.5%

建設業

4.9%

卸売・小売業

17.0%

運輸・郵便業

6.0%

宿泊・飲食サービス業

2.7%

情報通信業

7.0%

金融・保険業

4.2%

不動産業

12.6%

専門・科学技術，

業務支援サービス業

10.2%

公務

4.3%

教育

3.7%

保健衛生・社会事業

7.3%

その他のサービス

4.2%

輸入品に課される税・関税

（控除分除く。）

0.6%

【産業・働く場】市内総生産の構成比（京都市と政令市平均）

資料）内閣府「県民経済計算（平成28年度）」より本市作成

本市の市内総生産の構成比は，政令市平均と比較すると，製造業のシェアの高さが特徴的。

京都市 政令市平均
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移転後の敷地面積の増加率が大きく，工業団地など操業環境の確保を
理由とした事例が多い。
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その他

平均：2.1倍

亀岡市，向日市，南丹市，久御山町へ移転

長岡京市，久御山町，大津市へ移転

長岡京市，綾部市，久御山町へ移転

亀岡市，向日市等へ移転

亀岡市，向日市，久御山町へ移転

移転後に敷地面積の増加率が大きい事例が多い。

近
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環
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の
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資料）経済産業省「工場立地動向調査（平成2年～平成28年）」を基に本市作成
※工場立地動向調査は，製造業，電気業，ガス業，熱供給業の用に供する工場又は研究所を建設する目的を持って，1,000㎡以上の用地（埋立
予定地を含む。）を取得（借地を含む。）した案件を対象としている。

※本資料は上記調査に対し回答があった案件のうち，工場等を移転したもので，移転前後の敷地面積及び建築面積，移転理由が記載されて
いるもののみを抽出した。

※右欄の移転理由は平成19年～平成28年分を掲載した。

【産業・働く場】工場等の市外移転（規模・理由）
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800,000

H17 H22 H27

人
就業地：市内 就業地：市外 市内に常住する就業者

【産業・働く場】市内に常住する従業者（15歳以上）の就業地の変化

市内に常住する従業者（労働人口）は微減。市内常住者のうち，市内での就業者が減少
する一方，市外での就業者が増加（→ 転出予備軍の可能性）

+6,133
(+4%)

▲21,779
(▲4%)

資料）総務省「国勢調査（平成17年，平成22年，平成27年）」
※「就業地：市外」及び「市内に常住する就業者」には就業地不詳を含めて集計 23



【産業・働く場】テナントビルの空室率と平均賃料の推移

※棒グラフ（右軸）は，京都市内における延床面積1,000坪以上のテナントビルの
供給量の推移（自社ビル，自社貸し，一棟貸し等は含まない。）

※令和２年のデータは，令和２年４月時点のもの 資料）三鬼商事「オフィスリポートバックナンバー」

空室率

平均賃料

本市におけるテナントビルの空室率は，大阪・神戸地区に比べて低く，平均賃料は高くなっている。
延床面積が１千坪以上のテナントビルは，平成22年度以降，新規の供給が止まっている。
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【商業・生活サービス】小売事業所数（市民千人当たり）

本市の市民千人当たりの小売事業所数は，政令市平均と比べ多い。

資料）総務省「平成16年商業統計調査」，総務省「平成28年経済センサス活動調査」，
総務省「住民基本台帳」から本市作成

資料） NTTタウンページ㈱「iタウンページ」に掲載の大規模商業施設，
スーパーマーケット，コンビニエンスストアを基に本市作成

（参考）商業施設の分布状況

京都市 政令市 京都市 政令市

（所/千人）
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【商業・生活サービス】日常生活に必要な施設（医療・福祉・商業）

日常生活に必要な医療，福祉，商業施
設と基幹的交通路線（１日３０本以上の
鉄道・バス路線）の全てを徒歩圏で利用
できる人口の割合は，８７％となっている。

資料）
大規模商業施設，スーパーマーケット，生活協同組合：NTTタウンページ㈱「ｉタウンページ」
商店街：「きょうは買い物日和（全行政区）」
高齢者福祉施設，医療施設：国土交通省「国土数値情報（福祉施設データ）」
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商業・業務機能施設の床面積増加率（H22→31）

27
資料）土地利用現況調査（京都市）

商業・業務機能施設の床面積は，全市で増加傾向。
都心部に比べて，周辺部の増加は緩やか。

1.11倍

1.04倍

1.08倍

※本市の土地利用現況調査において，用途区分が「百貨店」，「店舗」，「業務」，「サービス」
のいずれかに該当するものについて，床面積を集計



【大学】大学・短期大学の立地状況
市内に３８の大学や短期大学が広範囲に立地し，公共交通の徒歩圏で利便性が高い分布となっている。

資料）国土交通省「国土数値情報」
（学校データ）
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【大学】 学生数の推移，留学生数の推移

資料）文部科学省「学校基本調査」（平成30年度） 資料）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」（平成30年度）

学生数は近年増加しており，人口に対する割合が１０％（１４．７万人）と高いほか，
留学生数も年々増加している。

学生数の推移 留学生数の推移
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【観光】観光客数の推移

資料）京都市「観光総合調査」（令和元年（2019年）1月～12月）

観光客数は近年大幅に増加し，年間約５千万人以上が訪問。

30



資料：「平成29年京都観光総合調査」
（京都市産業観光局）より作成

訪問先では，清水・衹園周辺や，京都駅周辺，嵐山，金閣寺といった辺りに集中している。
外国人はそれに加え，二条城，伏見稲荷大社に多く訪問している。

【観光】交流人口・観光客の訪問先（上位２５位）
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【観光】宿泊施設の立地状況

資料）京都市「旅館業許可台帳」
を基に本市作成
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【文化】世界文化遺産，京町家の分布状況
市内には，世界遺産を含む数多くの国宝や重要文化財，京町家などの歴史・文化資源が残されている。

資料）国土交通省「国土数値情報」
（世界文化遺産データ）

資料）京都市・財団法人京都市景観・まちづくりセンター，
立命館大学「平成20・21年度京町家まちづくり調査」
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寺社は，市内の中心部から，市街化調整区域も含めた周辺部にまで広く分布している。

資料：京都市「緑被分布調査（寺社データ）」を基に本市作成

【文化】寺社の分布状況
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【公共交通】公共交通の利用状況

本市では，地下鉄・市バスの利用人員は，近年，増加傾向となっている（市バスはH30に減少）。
本市における代表交通分担率は，１０年前と比較すると，自動車の分担率は減少し，鉄道・バスを合わ
せた公共交通が最も多くなっている。

公共交通の旅客数の推移 代表交通分担率（平日）の推移

※平成22年調査より，従前の「二輪」を「自動二輪・原付」と「自転車」に細分化

資料）国土交通省「京阪神都市圏パーソントリップ調査」
「近畿圏パーソントリップ調査」

※

資料）京都市「交通事業白書」
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【公共交通】公共交通のネットワーク状況

基幹的公共交通路線の
徒歩圏人口カバー率※

92%

※基幹的公共交通路線（１日３０本以上，概ねピーク時片道２本以上／時に相当）の
徒歩圏（鉄道駅：半径８００ｍ圏，バス：半径３００ｍ圏）に居住する人口の比率

居住地から最寄りの鉄道駅・バス停へ到達し，待ち時間も含めて乗車するまでに要する時間は，居住人口の７０％が
１５分以内，９６％が３０分以内となっている。
基幹的交通路線（１日３０本以上の鉄道・バス路線）の徒歩圏人口カバー率も９２％となっており，他都市よりも高い。
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（資料）京都市：平成２８年度魅力あるまちづくりを目指した持続可能な都市の構築の検討基礎調査結果（平成２９年３月）を基に本市作成
全国，政令市，概ね３０万：都市構造の評価に関するハンドブック（平成２６年８月 国土交通省調べ）
（同ハンドブックで使用されていない評価指標（表中＊）については，平成２２年国勢調査を基に本市作成）
比較に当たっては，同ハンドブックで使用している都市規模を準用
三大都市圏：東京都，千葉県，埼玉県，神奈川県，愛知県，岐阜県，三重県，大阪府，京都府，兵庫県
政令市：上記以外の地方圏に存する政令指定都市
概ね３０万：地方圏に属する人口１０万〜４０万人の都市

評価指標に係る注釈 ※全ての鉄道駅，バス停の徒歩圏（鉄道駅：半径８００ｍ圏，バス停：半径３００ｍ圏）

（参考） 他都市との比較

評価指標 単位 京都市 全国 三大都市圏 政令市 概ね３０万

日常生活サービスの徒歩圏充足率 ％ ８７ ４３ ５３ ６３ ３０

Ｓ４５ＤＩＤ区域における人口密度 人／ha ８２ ６４ ８３ ７１ ４３

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 ％ ９２ ５５ ６６ ７２ ４０

公共交通の基幹分担率
（平日における鉄道＋バス）

％ ２７ １４ ２４ １４ ８

公共交通沿線地域※の人口密度 人／ha ６２ ３５ ５４ ３１ １６

ＤＩＤ区域に住む人口比率＊ ％ ９５ ８９
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